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② 主体 ： 単体 ←→複数の主体による協働・ 
            コーディネーション 


















































































 －1 既存の体制を維持し経営を支援 
    現状の運営体制を、地域の取組・支援により維持
しているもの 
 －2 計画、運営、運行主体の変更 












































































 －3 需要に応じた交通機関への転換 
    需要に応じて大型車から小型車への転換等を図っ
ているもの（デマンド交通等付加価値を加える事
例も見られる） 
 －4 複数の交通機関の機能を統合 




 －5 需要に応じた複数の交通機関の組み合わせ 
   需要に応じて複数の交通手段を組み合わせている
もの（乗換等の利便性を図っている） 
 －6 サービス提供エリアの広域化 
   市町村合併等を契機にして、広域的に交通サービ
スを提供するもの 
Ⅱ.交通サービスの需要への対応、需要の創出 
 －1 運行ルート固定 
 －2 運行ルート非固定（デマンドバスの導入等） 
 －3 都市中心部及び観光地等の交通サービスの高質化 
注 1)利用者増のためには、運賃を低廉（無料、ワンコ
イン等）にすることが効果的だが、運営側の負担は
大きくなる。 
  行政側が運行経費を負担する場合、住民等（＝納税
者）が受ける便益がその負担に見合うものであるか
どうかの観点が、合意形成を図る際に重要となる。 
（２）基盤施設の機能の改善 
 公共交通への不満の中で、鉄道・軌道では「施設の利
用しにくさ」、バス・路面電車では「時間の不正確さ」、
共通して「路線の不便さ」が挙げられており、これらを
改善していくことで、需要者側のニーズに応えていくこ
とが重要である。 
 具体的な方策としては、以下が挙げられる。 
①乗り継ぎの利便性向上（交通結節点の改善） 
②バリアフリー化 
③円滑な運行の確保 
④自転車通行環境の整備 
⑤歩行空間の快適性の向上 
 また、交通体系を再構築するために必要であれば、空
間の利用方法を見直すことも重要である。（例：トラン
ジットモール） 
⑥ 空間の利用方法の見直し（再配分） 
（３）交通の利便性向上等 
 （２）では、公共交通への不満に対して施設の機能の
改善により対応する方法を挙げたが、例えば「時間通り
に来ない」という不満に対しては、運行情報をリアルタ
イムで提供することで、不満を軽減できる可能性がある。 
 また、需要側が公共交通を利用する際の抵抗感を軽減
するための工夫も重要であり、ＩＣカードの導入等様  々
 
な取組が行われている。 
（４）フォローアップ 
 モビリティ確保のための総合的な施策は、作成段階で
地域の実情を的確に把握し、多様な主体の協働で作成す
ることが重要であるが、作成後これを推進する段階にお
いて、進捗状況や目標の達成状況をフォローアップし、
必要な見直しを継続的に行うことも重要である。 
これを円滑に進めていくためには、作成段階で参画
した主体と引き続き協働するとともに、フォローアップ
を需用者側への理解の醸成、啓発、及びコミュニケーシ
ョンの機会と捉えるなど、地域全体、住民一人一人の関
心の喚起に努めることが重要である（図－８）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８．手引きの作成 
 本研究の成果を広く情報提供するため、「地域の自立
的発展のためのモビリティ確保に向けた検討の手引き」
を作成した。 
 各地域における取組の参考となれば幸いである。 
 
９．おわりに 
 今後は、本研究で整理した内容を実践していくために
必要なノウハウについて、引き続き収集する国内外の事
例等に基づいて検討し、それを情報提供していくことが
課題として挙げられる。 
 本研究に当たっては、有識者及び行政関係者からなる
「モビリティの確保からの地域の総合交通戦略のあり方
に関する研究会」（座長：田村亨 室蘭工業大学教授）
において助言を頂きつつ広範な知見、情報の収集を行っ
たほか、事例等の資料の収集及び手引きへの掲載につい
ては関係自治体等の関係者に多大な協力を頂いた。 
 この場を借りて感謝の意を表します。 
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図－８ フォローアップ（ＰＤＣＡサイクル）のイメージ
